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（１）概要

４ 川崎市上下水道ビジョン・中期計画の概要と主な施設整備の 

取組状況について

・「基本理念」 

・「目指すべき将来像」 

・「基本目標」 

・「10 年間の方向性」 

実現 

施策・取組の 

目標達成 

◆「川崎市上下水道ビジョン」は、本市の水道事業、工業用水道事業及び下水道

事業が進むべき道を明らかにするものであり、「基本理念」、「目指すべき将来

像」、「基本目標」を 30 年から 50 年程度先の将来を見据えて設定し、これを実

現するための概ね「10 年間の方向性」を定めた本市上下水道事業の根幹をなす

計画 

◆「川崎市上下水道事業中期計画」は、「川崎市上下水道ビジョン」の実現に向

けた実施計画で、3事業における現状と課題を踏まえた上で施策を設定するとと

もに、計画期間（平成 29 年度～平成 33 年度）における取組内容（地震対策・老

朽化対策・地球温暖化対策、浸水対策、市民サービス、経営基盤の確保など）を

とりまとめた計画 

◆「中期計画」における施策及び取組の目標を達成することで、「上下水道ビジ

ョン」に掲げる 30 年から 50 年程度先の将来を見据えて設定した「基本理念」、

「目指すべき将来像」、「基本目標」や、「10 年間の方向性」について実現していく
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① 水源水質の保全
② 安全でおいしい水の取組
③ 工業用水の水質管理
④ 給水管対策の推進
⑤ 受水槽設備の適正管理に向けた支援
⑥ 直結給水方式の導入促進
⑦ 市立小中学校の直結給水化
① ダムの相互連携等による水運用
② 県内水道システムの再構築に向けた取組

① 施設の耐震化
② 水道管路の耐震化
③ 基幹管路の強化
① 開設不要型応急給水拠点の整備
② 災害時の飲料水確保
① 災害対応能力の強化
② 災害時の連携強化
③ 火山噴火による降灰対策及びテロ対策等の強化

① 施設の計画的更新
② 管路の計画的更新
① 施設の維持管理
② 管路の維持管理
③ 管路付属物の維持管理

（１） 水源に係る水環境の維持 ① 水資源の効率的利用
① 再生可能エネルギーの有効利用
② 省エネルギー対策
① 浄水発生土の有効利用
② 再生資源利用の促進

① 下水管きょの地震対策
② 水処理センター・ポンプ場の地震対策
③ 津波対策
① 災害対応能力の強化
② 災害時の連携強化

 ２ 大雨・浸水への備え（安全・安心） （１） 浸水対策 ① 重点化地区等における浸水対策

① 下水管きょの再整備
② 水処理センター・ポンプ場の再構築
③ 処理場・ポンプ場設備の長寿命化対策
④ アセットマネジメントの導入
① 下水管きょの維持管理
② 処理場・ポンプ場施設の維持管理

（１） 下水道の高度処理 ① 水処理センターの高度処理化
（２） 合流式下水道の改善 ① 合流式下水道の改善
（３） 下水道の未普及地域の解消 ① 下水道の未普及地域の解消

① 良好な放流水質の確保
② 事業場排水の監視・指導

① エネルギー対策
② 温室効果ガス排出量の削減
① 資源・施設の有効利用
② 再生資源利用の促進

① 川崎の上下水道の魅力の情報発信
② 適正な給水装置・排水設備工事の施行の確保
③ 水道料金・下水道使用料の公平かつ適正な徴収
① 上下水道お客さまセンターの品質向上
② 給水装置情報の電子化
③ 新たなサービスの提供に向けた取組

（１） 官民連携による国際展開 ① かわビズネットによる海外展開
（２） 技術協力による国際貢献 ① 川崎の上下水道技術の世界への発信

① 組織機構及び職員定数の見直し
② 人材育成・意識改革の推進
③ 収益確保に向けた資産の有効活用
④ 企業債残高の適正管理

安定給水の
確保と安全性
の向上

 １ 良質で安全な水の安定供給
  （安全・安心）

（１） 水道水・工業用水の水質管理の徹底

（２） 県内水道事業者や企業団等との広域連携

 ２ 災害時の機能維持（強靭）

（１） 水道・工業用水道の施設・管路の地震対策

（２） 応急給水拠点の整備

（３） 水道・工業用水道の危機管理対策

 ３ 水道・工業用水道施設・管路
  の適切な管理と更新（持続）

下水道による
良好な循環機能

の形成

 １ 災害時の機能維持（強靭）
（１） 下水道の管きょ・施設の地震対策

（２） 下水道の危機管理対策

 ３ 下水道管きょ・施設の適切な
      管理と更新（持続）

（１） 水道・工業用水道の施設・管路の老朽化対策

（２） 水道・工業用水道の施設・管路の維持管理

 ４ 水環境・地球環境への配慮
                              （環境）

（２） 水道・工業用水道の地球温暖化対策

（３） 水道・工業用水道の資源の有効利用

（１） 下水道の管きょ・施設の老朽化対策

（２） 下水道の管きょ・施設の維持管理

 ４ 快適で暮らしやすい水環境の創造
（環境）

（４） 下水道の水質管理・事業場指導業務

 ５ 地球環境への配慮（環境）
（１） 下水道の地球温暖化対策

（２） 下水道の資源・施設の有効利用

市民サービスの
充実と持続

可能な経営基盤
の確保

 １ 市民サービスの充実（持続）
（１） お客さまとの信頼関係の構築

（２） お客さまの利便性の向上

 ２ 国際展開の推進 (環境)(持続)

 ３ 持続可能な経営基盤の確保
                               （持続） （１） 持続可能な経営基盤の確保

安全で安定した
水の供給と適切
な排水機能を確
保し安心して暮
らせる市民生活
を守ります

健

全

な

水

循

環

に

よ

り

市

民

の

生

活

を

守

る

川

崎

の

上

下

水

道

基本

理念

基本目標 10年間の方向性 施策(26) 取組(60)目指すべき将来

<基本目

標 Ⅰ>

<基本目

標 Ⅱ>

<基本目

標 Ⅲ>

災害時においても
機能を維持できる
強靭な上下水道
を目指します

【強靭】

快適な水環境や
地球環境に配慮
した事業を推進
します

【環境】

質の高いサービスの
提供と持続可能な
経営基盤の確保を
目指します

【持続】

安 全・安 心

強 靭

環 境

持 続

基本目標 Ⅰ

基本目標 Ⅱ

基本目標 Ⅲ

（２）上下水道ビジョン及び中期計画の体系

上下水道ビジョン 中期計画 
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（３）中期計画（平成 29年度～平成 33年度）における主な施設整備

＜水道事業・工業用水道事業＞

中期計画目標

平成28年度末
（実績）

平成29年度末
（実績）

平成30年度末
（見込）

平成33年度末

89.0% 93.3% 96.9%
100%

（平成30年度）

75.2% 75.9% 76.8% 76.5％以上

64.4% 67.8% 98.5%
98.5%

（平成34年度100%）

66.7%
100%
（完了）

―
100%

（平成29年度）

79.6% 84.3% 89.1%
97.5%

（平成34年度100%）

30.2% 32.0% 33.6% 38.3%

17.4% 26.2% 33.3%
66.1%

（平成35年度100%）

23日分
(10.7万 )

24日分
(11.1万 )

35日分
(16.4万 )

35日分以上
（16.4万 ）

45km/年 45km/年 40km/年 40km/年

管路の計画的更新

・配水管の更新（耐震化）
・管路の老朽化（経年化）の抑制
・管路の健全度調査等に基づく長寿命化（長期使用）
　の検討
・水道管路の更新延長　40km/年

災害時の飲料水確保

・配水池・配水塔の耐震化工事にあわせて緊急遮断
弁を整備し、約16万 の水量を確保
（黒川配水池、末吉配水池、潮見台配水池、黒川高区
配水池、宮崎配水塔）

水道管路の更新延長

災害時の確保水量

老朽給水管更新目標達成率

直結給水率

年度ごとの実績

開設不要型応急給水拠点
の整備

・市立小中学校への開設不要型応急給水拠点整備の
　推進
・配水池、配水塔への開設不要型応急給水拠点整備
　の推進
　（宮崎配水塔、黒川配水池、末吉配水池、潮見台配
　水池）

開設不要型応急給水拠点の整備率

水道管路の耐震化
・経年化が進行した配水管の更新にあわせた耐震化
・重要な管路の耐震化

施設の耐震化

（水道事業）
・黒川配水池：耐震補強・新池築造
・潮見台配水池：耐震補強
・末吉配水池：更新
・黒川高区配水池：耐震補強
・千代ヶ丘配水塔２号塔：耐震補強
・宮崎配水塔：更新
　（工業用水道事業）
・長沢浄水場第２沈でん池：耐震補強

配水池・配水塔の耐震化率

工水浄水施設の耐震化率

重要な管路の耐震化率

管路の耐震化率

直結給水方式の導入促進

・直結給水PRパンフレットの作成・配布
・給水装置工事相談窓口での直結給水方式への切換
　え推進
・多段式直結増圧式給水の採用に向けたポンプメー
　カーへのヒアリング及び他都市調査

主な取組内容取　組

給水管対策の推進
・計画的な老朽給水管の更新
　（平成30年度末 完了目標）
・新たな給水管対策の検討と実施
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＜下水道事業＞
中期計画目標

平成28年度末
（実績）

平成29年度末
（実績）

平成30年度末
（見込）

平成33年度末

65.1% 67.2% 80.1%
100％

(平成31年度)

44.7% 44.9% 45.8% 48.0%

83.3% 83.3% 87.5%
100％

(平成31年度)

36.4% 36.4% 36.4%
54.5%

（平成37年度100%）

25.0% 50.0% 75.0%
50.0%

（平成37年度100%）

57.6% 57.8% 100.0%
100％

(平成30年度)

46.5% 47.5% 49.5% 55.7%

― ― 完成
完成

（平成30年度）

27.0% 27.0% 34.5%
59.3%

（平成36年度100%）

68.5% 73.5% 73.5%
73.5%

（平成35年度100%）

99.5% 99.5% 99.5% 99.5%

下水道処理人口普及率

水処理センター・ポンプ場の
地震対策

・管理機能の確保（管理棟の耐震化）
　（平成31年度末 完了目標）
・ポンプ場の汚水揚水機能の確保

　（バイパス管の設置など）
・水処理センターの揚水機能の確保
　（ポンプ施設の耐震診断・耐震化）
・その他　設備更新などにあわせた水処理センターの
　耐震化

下水道の未普及地域
の解消

・登戸土地区画整理地区における未普及地域の解消に
　向けた下水道の整備
・河川沿いの未普及地域の解消に向けた取組の推進

合流式下水道の改善

・大師河原地区における貯留管・幹線の整備による、雨
　天時の放流回数を減らす対策の推進

・丸子地区における合流改善スクリーンなどの設置による
　ごみの流出防止対策の推進

下水管きょの再整備 ・管きょ再整備重点地域における老朽管の再整備

水処理センターの
高度処理化

・入江崎水処理センター
　再構築事業にあわせた高度処理化の推進
・等々力水処理センター

　高度処理化の推進
・加瀬・麻生水処理センター
　既存施設の一部改造や運転の工夫による高度処理化
　の推進

重点化地区等における
浸水対策

・大師河原地区の浸水対策の推進
　（平成30年度末 完了目標）

・三沢川地区、土橋地区、京町・渡田地区、川崎駅東
　口周辺地区、大島地区、観音川地区の6地区を新た
　な重点化地区に位置付けた対策の推進
・局地的な浸水箇所に対する、個別の状況確認を踏ま
　えた対策の実施

水処理センター・ポンプ場の
再構築

・入江崎水処理センター（西系施設・沈砂池管理棟）の
　再構築（平成30年度末 完了目標）
・渡田ポンプ場の再構築
・大師河原ポンプ場の再構築

取　組 主な取組内容

下水管きょの地震対策

・川崎駅以南の地域の重要な管きょの耐震化
　（平成31年度末 完了目標）
・川崎駅以北の地域の重要な管きょの耐震診断

　（平成30年度末 完了目標）
・川崎駅以北の地域の重要な管きょの耐震化

（平成29年度一部先行して設計・平成30年度工事着手）

・災害時のトイレ対策のあり方についての全庁的な検
　討に基づく取組の推進
・汚泥圧送管（麻生～等々力水処理センター）の地震

　対策（平成37年度末 完了目標）

年度ごとの実績

ポンプ場の汚水揚水機能確保率

水処理センター・ポンプ場の

耐震化率（管理機能）

市内全域の
重要な管きょの耐震化率

川崎駅以南の地域の
重要な管きょの耐震化率

合流式下水道改善率

入江崎水処理センター西系施設

・沈砂池管理棟の再構築

高度処理普及率

管きょ再整備率

水処理センターの揚水機能確保率

浸水対策実施率
（平成25年度段階の重点化地区を対象とする）
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（１）水道事業会計　財政状況（税込）

 5　財政状況

（単位　百万円）

34,651 35,069 35,319

平 成 31 年 度 （ 予 算 ）平成30年度（決算見込）平 成 29 年 度 （ 決 算 ）

35,239 33,016 33,325

6,733

11,941 18,033 14,186

収 益 的 収 入
収 益 的
収 支

△ 588 2,053

補 て ん 財 源 等 （ Ｃ ）

482 1,455 359

10,819 12,274 12,633

6,697 6,055 5,818

△ 6,653 △ 7,453

収 益 的 支 出

収 支 差 引 （ Ａ ）

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

当 年 度 純 利 益 △ 損 失

1,994

6,314 11,380

※累積資金過不足額に退職給付引当金を含む（平成29年度4,690百万円、平成30年度4,940百万円、
　 平成31年度5,043百万円）。

当年度資金過△不足額 (A)+(B)+(C)

累 積 資 金 過 △ 不 足 額

資 本 的
収 支

△ 1,195 1,023 1,128

収 支 差 引 （ Ｂ ） △ 5,627

水道料金 26,694
水道料金 26,695 水道料金 27,102

水道利用加入金 1,939 水道利用加入金 1,960 水道利用加入金 1,912

その他 6,018 その他 6,414
その他 6,305

維持管理費 13,341
維持管理費 12,015

維持管理費 11,933

職員給与費 4,454
職員給与費 4,501 職員給与費 4,727

受水費 8,739
受水費 8,744 受水費 8,840

減価償却費等 7,379 減価償却費等 6,746 減価償却費等 6,544

支払利息等 1,038
支払利息等 993 支払利息等 1,076

その他 288
その他 17 その他 205

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

●収益的収支
（単位 百万円）

収入支出 支出収入 収入 支出

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

企業債 5,994

企業債 10,539

企業債 6,274

その他 320

その他 841

その他 459

建設改良費 8,767

建設改良費 14,777

建設改良費 10,955

企業債償還金 3,154

企業債償還金 3,248

企業債償還金 3,222その他 20

その他 8

その他 9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

●資本的収支

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

収入 収入 収入支出 支出 支出

収支不足額については、損益勘定留保資金等で補てんします。

（単位 百万円）

482
1,455

359

10,819
12,274 12,633

△ 1,195

1,023 1,128

△ 2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000
●財政収支見通し

当年度資金過△不足額

累積資金過△不足額

当年度純利益△損失

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

（単位 百万円）
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（２）工業用水道事業会計　財政状況（税込）

累 積 資 金 過 △ 不 足 額 7,433 7,669 7,738

当年度資金過△不足額 (A)+(B)+(C) 288 236 69

△ 1,313

補 て ん 財 源 等 （ Ｃ ） 1,049 1,131 957

資 本 的
収 支

収 支 差 引 （ Ｂ ） △ 1,497 △ 1,638

266

資 本 的 支 出 1,968 2,268 1,579

資 本 的 収 入 471 630

425

当 年 度 純 利 益 △ 損 失 645 630 349

収 益 的
収 支

収 支 差 引 （ Ａ ） 736 743

7,856

収 益 的 支 出 7,035 6,997 7,431

収 益 的 収 入 7,771 7,740

（単位　百万円）

平 成 29 年 度 （ 決 算 ） 平成30年度（決算見込） 平 成 31 年 度 （ 予 算 ）

※累積資金過不足額に退職給付引当金を含む（平成29年度718百万円、平成30年度737百万円、
　 平成31年度709百万円）。

水道料金 7,570 水道料金 7,539
水道料金 7,664

その他 201 その他 201 その他 192

維持管理費 1,332 維持管理費 1,250 維持管理費 1,786

職員給与費 782 職員給与費 741
職員給与費 725

受水費 2,893 受水費 2,899
受水費 2,952

負担金 601 負担金 630

負担金 621
減価償却費等 1,154 減価償却費等 1,241

減価償却費等 1,100
支払利息等 154 支払利息等 140

支払利息等 127その他 119 その他 96
その他 120

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

●収益的収支
（単位 百万円）

収入 収入支出 支出 支出収入

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

企業債 334 企業債 488
企業債 122

その他 137
その他 142

その他 144

建設改良費 1,287

建設改良費 1,583

建設改良費 883

企業債償還金 681

企業債償還金 685

企業債償還金 691

その他 0

その他 5

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

●資本的収支

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

支出 支出 支出収入 収入 収入

収支不足額については、損益勘定留保資金等で補てんします。

（単位 百万円）

288 236 69

7,433 7,669 7,738

645 630 349

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
●財政収支見通し

当年度資金過△不足額

累積資金過△不足額

当年度純利益△損失

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

（単位 百万円）
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※累積資金過不足額に退職給付引当金を含む（平成29年度1,453百万円、平成30年度1,957百万円、
　 平成31年度2,030百万円）。

累 積 資 金 過 △ 不 足 額

資 本 的
収 支

3,082 2,722

補 て ん 財 源 等 ( Ｃ ）

2,753 1,881

収 支 差 引 （ Ｂ ） △ 17,248 △ 18,460

9,107 10,988

当年度資金過△不足額 (A）+(B）+(C）

12,057

1,069

3,038

△ 18,751

収 益 的 支 出

収 支 差 引 （ Ａ ）

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

当 年 度 純 利 益 △ 損 失

40,199 39,891 39,988

3,920 4,086 4,174

16,081 16,255 15,646

56,915 51,669 34,514

74,163 70,129 53,265

（単位　百万円）

44,119 43,977 44,162収 益 的 収 入
収 益 的
収 支

平 成 31 年 度 （ 予 算 ）平成30年度（決算見込）平 成 29 年 度 （ 決 算 ）

　（３）下水道事業会計　財政状況（税込）

下水道使用料

24,191 下水道使用料

24,199

下水道使用料

24,394

一般会計負担金・

補助金 12,143 一般会計負担金・

補助金 11,927

一般会計負担金・

補助金 12,161

その他 7,785 その他 7,851 その他 7,607

維持管理費 7,952 維持管理費 8,718 維持管理費 9,941

職員給与費 3,346 職員給与費 3,452 職員給与費 2,978

減価償却費等

23,062

減価償却費等

23,195

減価償却費等

22,827

支払利息等

5,234

支払利息等

4,345
支払利息等 3,959

その他 605 その他 181 その他 283

0

5,000

10,000

15,000
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25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

●収益的収支
（単位 百万円）

収入 収入 収入支出 支出 支出

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

企業債 39,363 企業債 37,601
企業債 24,367

一般会計出資金

5,568
一般会計出資金

5,283

一般会計出資金

4,800

国庫補助金4,341 国庫補助金7,570

国庫補助金5,000

建設改良費

16,478

建設改良費

27,405 建設改良費

19,100

企業債償還金

55,142

企業債償還金

40,219 企業債償還金

32,340

その他 2,543
その他 2,505

その他 1,825

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

●資本的収支

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

その他 7,643 その他 1,215

その他 347

支出 支出 支出収入 収入 収入

収支不足額については、損益勘定留保資金等で補てんします。

（単位 百万円）

2,753 

1,881 1,069

9,107

10,988 12,057

3,082 2,722 3,038

0

5,000

10,000

15,000
●財政収支見通し

当年度資金過△不足額

累積資金過△不足額

当年度純利益△損失

平成29年度（決算） 平成30年度（決算見込） 平成31年度（予算）

（単位 百万円）
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 水源水量・給水能力・処理能力・業務状況等  

（平成 31年 3月 31日現在） 

（１）水道事業 

○水源水量・給水能力                  （単位  ／日）

水系別 浄水場別 水源水量 給水能力

相模川表流水 長沢浄水場 422,000 252,600 

酒匂川表流水 企業団

西長沢浄水場

495,200 
505,600 

相模川表流水 10,400 

計 927,600 758,200 

○業務状況

区       分 平成２７年度（決算） 平成２８年度（決算） 平成２９年度（決算）

総人口（人） 1,481,270 1,496,035 1,509,887 
現在給水人口（人） 1,481,234 1,495,999 1,509,853 
普及率（％） 99.99 99.99 99.99 
使用給水栓数（栓） 731,733 743,462 757,109 
年間配水量（ ） 183,649,400 182,255,100 181,433,900 
年間有収水量（ ） 166,140,433 166,582,023 167,721,116 
１日給水能力（ ） 815,600 758,200 758,200 
１日平均配水量（ ） 501,774 499,329 497,079 
施設利用率（％） 61.5 65.9 65.6 
有収率（％） 90.46 91.40 92.44 
配水管延長（m） 2,401,921 2,404,264 2,405,933 
職員数（人） 575 559 553 
水道料金収入（千円）※税抜額 24,230,205 24,626,442 24,719,258 

参 考
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（２）工業用水道事業 

○水源水量・給水能力                  （単位  ／日）

水系別 浄水場別 水源水量 給水能力

相模川表流水 長沢浄水場 241,000 235,000 

多摩川表流水

生田浄水場

200,000 195,000 

地下水 50,000 50,000 

水道事業からの受水 40,000 40,000 

計 531,000 520,000 

○業務状況

区       分 平成２７年度（決算） 平成２８年度（決算） 平成２９年度（決算）

給水会社（社） 58 58 60 
工場数（工場） 80 80 80 
年間契約水量（ ） 188,610,780 188,259,250 188,139,130 
年間配水量（ ） 142,610,500 142,264,000 142,798,700 
年間使用水量（ ） 139,255,951 140,820,119 141,999,100 
１日給水能力（ ） 520,000 520,000 520,000 
１日平均配水量（ ） 389,646 389,764 391,229 
施設利用率（％） 74.9 75.0 75.2 
有効水量率（％） 97.6 99.0 99.4 
配水管延長（m） 45,718 44,095 44,057 
職員数（人） 95 94 91 
工業用水道料金収入（千円）※税抜額 7,008,240 7,032,834 7,009,575 
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（３）下水道事業 

○処理能力等

〈水処理施設〉

処理区
計画面積
（ha） 排除方式

計画処理能力

（ ／日）
ポンプ場数

入江崎 2,009  合流式 318,600  9  

加 瀬 1,871  合流式

(一部分流式) 168,900  7  

等々力 5,490  分流式 313,900  2  

麻 生 1,920  分流式 62,800  1  

計 11,290  864,200  19  

〈汚泥集約処理施設〉

名称 入江崎総合スラッジセンター 計画処理能力
115 

ｔ・DS／日

                      ※DS は乾燥固形物量

○ 業務状況

区       分 平成２７年度（決算） 平成２８年度（決算） 平成２９年度（決算）

処理人口（人） 1,472,898 1,487,834 1,501,805 
普及率（％） 99.4 99.5 99.5 
処理面積（ha） 10,704 10,706 10,708 
水洗化対象件数（件） 693,766 706,638 718,923 
水洗化件数（件） 690,054 703,009 715,488 
水洗化率（％） 99.5 99.5 99.5 
年間処理水量（ ） 205,949,856 202,013,130 204,869,769 
１日平均処理水量（ ） 562,705 553,460 561,287 
１日処理能力（ ） 918,000 918,000 918,000 
有収水量（ ） 147,998,207 148,900,780 150,122,368 
管きょ延長（m） 3,110,931 3,120,561 3,131,094 
職員数（人） 410 409 410 
下水道使用料収入（千円）※税抜額 22,233,928 22,292,374 22,401,280 
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水道料金・下水道使用料等について 

水道料金（平成３１年４月１日現在） 

(１) 専用給水装置（１か月につき） 

基本料金 超過料金（１立方メートルにつき） 

使用水量 

８立方メートル 

まで 

５３０円

8立方メートルを超え    10立方メートルまでの分     ９５円 

10立方メートルを超え    20立方メートルまでの分    １３９円 

20立方メートルを超え    25立方メートルまでの分    １８５円 

25立方メートルを超え    30立方メートルまでの分    １９４円 

30立方メートルを超え    50立方メートルまでの分    ２０９円 

50立方メートルを超え   100立方メートルまでの分    ２５３円 

100立方メートルを超え   200立方メートルまでの分    ２７８円 

200立方メートルを超え   500立方メートルまでの分    ３２９円 

500立方メートルを超え 1,000立方メートルまでの分    ３４３円 

1,000立方メートルを超える分              ３５７円 

ただし、公衆浴場の超過料金については、１立方メートルにつき４６円とする。 

共同住宅及びこれに類するもの（以下「共同住宅等」という。）で、メーターを共用するものの料金は、

使用者の申請により、当該共同住宅等の戸数に応じて算定することができる。 

(２) 前号の規定にかかわらず、本市工業用水道事業の水源として給水する場合の料金は、１立方メート

ルにつき１８５円とする。 

(３) 共用給水装置（１か月につき） 

基本料金 超過料金（１立方メートルにつき） 

使用水量１戸５立方メートルまで ２６０円 ４６円

※ 水道料金は、上記により算出した額に100分の108を乗じて得た額とする。 

水道利用加入金（平成３１年４月１日現在） 

メーターの口径 
金         額 

新設工事 改造工事 

 13ミリメートルから 

 25ミリメートルまで 

 40ミリメートル 

 50ミリメートル 

 75ミリメートル 

100ミリメートル 

150ミリメートル 

150ミリメートルを 

超えるもの 

 150,000円 

 1,250,000円 

 1,950,000円 

 4,450,000円 

 7,950,000円 

 17,950,000円 

管理者が別に定める額 

改造後のメーター口径に応ずる中欄

に掲げる額と改造前のメーターの口

径に応ずる中欄に掲げる額との差額

とする。 

○ 共同住宅等の給水装置の新設工事、改造工事及び増設工事（共同住宅等の戸数が増加したため必要と

なったものに限る。）の申込者から、当該共同住宅等の戸数（改造工事及び増設工事後戸数が増加する

場合は、増加する戸数）１戸につき150,000円を加入金として徴収する。 
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○ 水道利用加入金は、工事申込者（個人）が、引き続き３年以上本市の区域内に住所を有し、自ら居住

する建築物に、メーター口径25ミリメートル以下の給水装置を設置するときは、徴収しない。 

○ 工業用水道事業の水源として給水する場合については、加入金を徴収しない。 

※ 水道利用加入金は、上記の表により算出した額に100分の108を乗じて得た額とする。 

工業用水道料金（平成３１年４月１日現在） 

基本料金 責任消費水量          １立方メートルにつき  ３４円４０銭 

使用料金 責任消費水量のうち使用した水量 １立方メートルにつき   ２円３０銭 

超過料金                 １立方メートルにつき  ６０円３０銭 

※ 工業用水道料金は、上記の表により算出した額に100分の108を乗じて得た額とする。 

下水道使用料（平成３１年４月１日現在） 

（１）一般汚水（１か月） 

基本額 超過額（１立方メートルにつき） 

排出汚水量 

８立方メートル 

まで 

６６０円

8立方メートルを超え    10立方メートルまでの分     １０円 

10立方メートルを超え    20立方メートルまでの分    １２８円 

20立方メートルを超え    30立方メートルまでの分    １６４円 

30立方メートルを超え    50立方メートルまでの分    ２４２円 

50立方メートルを超え   100立方メートルまでの分    ３０３円 

100立方メートルを超え   200立方メートルまでの分    ３６４円 

200立方メートルを超え   600立方メートルまでの分    ３９３円 

600立方メートルを超え 2,000立方メートルまでの分    ４２２円 

2,000立方メートルを超え 5,000立方メートルまでの分    ４４６円 

5,000立方メートルを超える分              ４７５円 

※ 一般汚水とは、公衆浴場汚水、共用汚水以外の汚水である。 

（２） 公衆浴場汚水（１か月） 

基本額 超過額（１立方メートルにつき） 

排出汚水量１０立方メートルまで １１０円 １１円

※ 公衆浴場汚水とは、公衆浴場の営業の用に供して生じた汚水である。 

（３） 共用汚水（１か月） 

基本額 超過額（１立方メートルにつき） 

排出汚水量１戸５立方メートルまで ６０円 １２円

※ 共用汚水とは、水道の給水装置（蛇口）を共用して生じた汚水である。 

※ 下水道使用料は、上記の表により算出した額に100分の108を乗じて得た額とする。 
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